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証券コード6464
2020年３月２日

株 主 各 位
奈 良 県 葛 城 市 尺 土 19 番 地

取 締 役 兼
代 表 執 行 役 廣 田 浩 治

第14期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第14期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示の上ご送付いただくか、当社の指定する議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）において賛否を入力されるか、いずれかの方法により、2020年３
月23日（月曜日）午後６時までに議決権を行使していただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記
　

１．日 時 2020年３月24日（火）午前10時（午前９時受付開始）
２．場 所 大阪市中央区西心斎橋一丁目３番３号

ホテル日航大阪 ５階 鶴

※開催場所が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内
図」をご参照いただき、お間違いのないようご注意ください。
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３．目 的 事 項
報告事項
１．第14期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告、連結計算書類の内
容並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第14期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）計算書類の内容報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。また、資源節約のため、この「招集通知」をご持参くださいますようお願い申し上
げます。
◎開会時刻間際には受付が大変混雑いたしますので、お早めにご来場くださいますようお願い申し上
げます。
◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願
い申し上げます。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.tsubaki-nakashima.com/）に掲載させていただきます。

疾病予防に関するお願い
この時期ではインフルエンザ等に加え、昨今、新型コロナウイルス感染症も拡がりをみせつつ
ある模様です。
本株主総会ご出席者様におかれましては、株主総会開催日現在のご自身の体調をお確かめのう
え、必要に応じマスク着用等の感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申し上げ
ます。
また、本株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合もありますので、ご協力
の程お願い申し上げます。
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
　
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、行使していただ
きますようお願い申し上げます。
当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）又はインターネットによる議決権行使のお手続
きは、いずれも不要です。

（1）議決権行使サイトについて
① インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話から、当
社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただく
ことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱い
を休止します。）

② パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウ
ォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxy
サーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインタ
ーネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

③ 携帯電話による議決権行使は、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信及び携帯電話
情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

④ インターネットによる議決権行使は、2020年３月23日（月）の午後６時まで受付けい
たしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらへルプデスク
ヘお問い合わせください。

（2）インターネットによる議決権行使方法について
① パソコン、携帯電話による方法
議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載さ
れた「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否
をご入力ください。
株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを
防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更を
お願いすることになりますのでご了承ください。
株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたしま
す。
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② スマートフォンによる方法
議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読取るこ
とで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。（「ログ
インID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）
セキュリティの観点からQRコードでのログインは１回のみとなります。２回目以降は、
QRコードを読取っても「ログインID」「仮パスワード」の入力が必要になります。
スマートフォン機種によりQRコードでのログインができない場合があります。QRコー
ドでのログインができない場合には、上記（2）①パソコン、携帯電話による方法にて
議決権行使を行ってください。
※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

（3）複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
① 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ
る議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

② インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内
容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複し
て議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

（4）議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は
株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・そ
の他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担と
なります。

　●議決権電子行使プラットフォームのご案内
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、事前に利
用申込みをいただくことにより、株式会社東京証券取引所等により設立された株式会社
ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク)
電話：0120-173-027（受付時間9:00～21:00、通話料無料)
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（添付書類）
事業報告

(20192019
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

　
１．企業集団の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及びその成果

当期は、米中貿易摩擦の長期化、一部地域での不安定な政治経済情勢又は地政学的リスク
の継続等により、マクロ経済環境に対する世界的な影響が拡大し、グローバルでの自動車販
売台数の減少や設備投資意欲が大きく後退したことにより、総じて厳しい状況となりまし
た。
このような状況の中、2017年8月に買収した米国NN社PBC事業部との統合過程でのシナ
ジー効果創出及びコストコントロール面での企業努力を続けたものの、当期の売上収益は前
期比13.7％減の64,563百万円となりました。利益面につきましては、賃貸不動産の売却や
シナジー効果の発現並びにコスト改善での効果の反面、円高に加え、売上収益の減少等によ
り収益を圧迫し、営業利益は前期比17.7％減の8,186百万円となりました。親会社の所有者
に帰属する当期利益は前期比28.3％減の4,891百万円となりました。
厳しい事業環境が継続しておりますが、企業体質強化の機会と捉え、「“Further
Profitable Growth（さらなる利益ある成長）” を実現し、企業価値を継続的に創造し続け
る輝く企業を目指す」という経営理念のもと、ワンチームとして成長することにより、お客
様他によりよい価値を提供し、利益及び企業価値の回復に努めてまいります。
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セグメント業績を示すと、次のとおりであります。
【プレシジョン・コンポーネントビジネス】
主にベアリングの重要な構成要素として使用される精密ボール及び精密ローラー等を製
造販売しております。精密ボール又は精密ローラーを用いたベアリングは自動車や工作機
械をはじめとする産業機械等に多く用いられております。当期は、グローバルで自動車の
販売台数が減少し、工作機械受注も大幅に減少しております。
この結果、プレシジョン・コンポーネントビジネスの売上収益は、前期比14.9％減の
58,615百万円となりました。セグメント利益（営業利益）につきましては、減収影響に
加え、欧州工場での生産移管に伴う一時的な構造改革費用を計上したことにより前期比
49.9％減の4,463百万円となりました。
　
【リニアビジネス】
主に工作機械等に使用されるボールねじ（直動軸受案内）及び中・大型送風機を製造販
売しております。当期は、工作機械受注が大幅に減少しております。
この様な環境の中、企業努力の結果、リニアビジネスの売上収益は、前期比2.0％増の
5,705百万円となりました。セグメント利益（営業利益）につきましては、前期比2.9％増
の734百万円となりました。
　
【その他】
主に不動産の賃貸等を行っております。当期において、賃貸不動産を当社グループ外へ
売却しております。
その結果、その他の売上収益は、前期比34.7％減の243百万円となりました。セグメ
ント利益（営業利益）につきましては、前期比809.0％増の2,989百万円となりました。
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企業集団の事業セグメント別売上収益
　

区 分

当連結会計年度
2019
2019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで

金額(百万円) 構成比(％)
プレシジョン・コンポーネントビジネス 58,615 90.8
リ ニ ア ビ ジ ネ ス 5,705 8.8
そ の 他 243 0.4

合 計 64,563 100.0
　
（2）企業集団の設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度は、市場の変化に対応するため、国内及び海外子会社の生産設備の増強及
び合理化並びに品質の向上に総額2,118百万円の設備投資を行いました。これらに要した資
金は全額自己資金をもって充当いたしました。

　

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

8

（3）企業集団が対処すべき課題
当社グループは、日本を含む11か国・合計19工場からなる整備された生産・販売網によ
り、現地生産・現地供給、短納期、きめ細かなサポート等、お客様の様々なニーズに対応す
ることが、企業価値の源泉であると認識しております。
この企業価値を増大させる目的の一環として、先に述べました米国NN社PBC事業部との
統合は、当期中に所期の目標レベルで完了し、ワンマネジメント＋ワンオペレーション＝ワ
ンチームでの事業運営を実現するに至りました。
また、葛城工場で起きた不適切行為（2018年2月28日付「当社が販売した製品の一部に
関する不適切な行為について」にて公表）につきましては、代表執行役CEO直轄の再発防
止活動を継続した結果、当期中に改革の柱を全て実行し、お客様への完了ご報告を行うに至
っております。
当社は引き続き、再発を決して起こさない意識改革を忘れずに、コンプライアンス徹底の
取り組みを行ってまいります。次期2020年度の主な課題としましては、大きな変動が続く
世界的な情勢への敏感かつ機動的な対応をベースに、上記のワンマネジメント＋ワンオペレ
ーションをフル回転させて、厳しい企業環境が続く中、事業計画を完遂し、成長軌道に乗せ
ることが必須であります。
このため、QCDSの向上及び成長を目的として、企業体質強化を軸に実力を高めると同時
に、将来にわたる競争力を向上させるために、ものづくり機能の革新（製造工程全体を通じ
た自動化・省人化）及び技術開発力の強化（高付加価値商品の開発促進）によって、利益及
び企業価値の回復に向けて進んでまいります。
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（4）財産及び損益の状況の推移
　

区 分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
（当連結会計年度）

売 上 収 益 36,886百万円 53,244百万円 74,832百万円 64,563百万円

営 業 利 益 6,922百万円 6,259百万円 9,942百万円 8,186百万円

親会社の所有者に帰属する当期利益 4,632百万円 2,658百万円 6,819百万円 4,891百万円

基本的1株当たり当期利益 116円46銭 67円09銭 171円45銭 121円74銭

資 産 合 計 93,382百万円 139,576百万円 138,681百万円 135,156百万円

資 本 合 計 44,011百万円 44,606百万円 45,080百万円 45,878百万円

（5）企業集団の主要な事業内容（2019年12月31日現在）
　

区 分 製 品 名 等

プレシジョン・コンポーネントビジネス
玉軸受用鋼球、セラミック球、超硬合金球、ガラスボール、プラスチック球、カ
ーボン鋼球等の精密ボール及びテーパーローラー、シリンドリカルローラー、ス
ーフェリカルローラーの精密ローラー等

リ ニ ア ビ ジ ネ ス ボールねじ等、中・大型送風機等

そ の 他 不動産の賃貸等
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（6）企業集団の主要な営業所及び工場（2019年12月31日現在）
① 当社

　

名 称 所 在 地

本 店 奈良県葛城市

本社事務所 大阪市中央区

営業所 東 京 東京都港区

名古屋 名古屋市西区

奈 良 奈良県葛城市及び大和郡山市

工 場 葛城工場 奈良県葛城市

郡山工場 奈良県大和郡山市

世知原工場 長崎県佐世保市

　
② 子会社

会 社 名 所 在 地

TN TAICANG CO., LTD. 中国 江蘇省太倉市

TN GEORGIA, INC. 米国 ジョージア州

TN TENNESSEE, LLC. 米国 テネシー州

TN EUROPE, B.V. オランダ ユトレヒト州

TN ITALY, S.P.A. イタリア ピエモンテ州
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（7）企業集団の従業員の状況（2019年12月31日現在）
事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 前期末比増減（人）

プレシジョン・コンポーネントビジネス 2,755 △72

リ ニ ア ビ ジ ネ ス 226 4

そ の 他 1 －

全 社 （共 通） 27 1

合 計 3,009 △67
　

（注） 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。
　
（8）重要な子会社の状況（2019年12月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

TN TAICANG CO., LTD. 180,080 千人民元 (100.0)％ 精密ボールの製造・販売

TN ASIA PTE. LTD. 32,930 千SGD 100.0％ 投資業務

TN GEORGIA, INC. 1,000 USD (100.0)％ 精密ボールの製造・販売

TN TENNESSEE, LLC. ― (100.0)％ 精密ボール及び精密ロ
ーラーの製造・販売

TN EUROPE, B.V. 18 千EUR (100.0)％ 投資業務、精密ローラ
ーの製造・販売

TN ITALY, S.P.A. 24,885 千EUR (100.0)％ 精密ボールの製造・販売
　

（注） 当社の出資比率欄の（ ）書は、間接所有を示しております。
　
（9）主要な借入先及び借入額（2019年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 31,839百万円

株式会社りそな銀行 17,760百万円

株式会社南都銀行 8,350百万円
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）
（1）発行可能株式総数 100,000,000株
（2）発行済株式の総数 41,063,000株 （自己株式571,168株を含む）
（3）株主数 11,489名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,222,700株 7.96％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,585,600株 6.39％

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 2,018,731株 4.99％

JP MORGAN CHASE BANK 385078 1,824,796株 4.51％

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 1,752,500株 4.33％

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE IEDU UCITS
CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY
ACCOUNT

1,650,000株 4.07％

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 1,192,643株 2.95％

HSBC-FUND SERVICES CLIENTS A/C 500
HKMPF 10PCT POOL 1,165,100株 2.88％

第一リアルター株式会社 1,085,100株 2.68％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 825,100株 2.04％
（注） 持株比率は自己株式を控除して計算しております。なお自己株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP

信託口・76206口）が所有する当社株式162,500株を含んでおりません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況

発 行 回 次
（発 行 日）

新株予約
権の数

目 的 と な る
株 式 の 種 類
及 び 数

発 行 価 額 権利行使
価額 権 利 行 使 期 間

第5回新株予約権
（2011年7月29日） 1,446個 普通株式

144,600株
有償

（１個当たり２円）
１株につき
1,026円

2013年8月1日
～2021年6月28日

第6回新株予約権
（2011年7月29日） 2,907個 普通株式

290,700株 無償 １株につき
1,026円

2013年8月1日
～2021年6月28日

第9回新株予約権
（2013年9月30日） 420個 普通株式

42,000株
有償

（１個当たり２円）
１株につき
1,026円

2015年10月1日
～2023年8月30日

第10回新株予約権
（2013年9月30日） 1,181個 普通株式

118,100株 無償 １株につき
1,026円

2015年10月1日
～2023年8月19日

第11回新株予約権
（2014年9月30日） 905個 普通株式

90,500株
有償

（１個当たり２円）
１株につき
1,163円

2016年10月1日
～ 2024年8月30日

第12回新株予約権
（2014年9月30日） 515個 普通株式

51,500株 無償 １株につき
1,163円

2016年10月1日
～2024年8月19日

第13回新株予約権
（2014年10月9日） 1,850個 普通株式

185,000株
有償

（１個当たり２円）
１株につき
1,163円

2016年10月10日
～ 2024年8月30日

第14回新株予約権
（2014年10月9日） 412個 普通株式

41,200株 無償 １株につき
1,163円

2016年10月10日
～2024年8月30日

第15回新株予約権
（2014年11月13日） 5個 普通株式

500株
有償

（１個当たり２円）
１株につき
1,163円

2016年11月14日
～2024年10月20日

第16回新株予約権
（2014年11月13日） 515個 普通株式

51,500株 無償 １株につき
1,163円

2016年11月14日
～2024年10月20日

　

（注） 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、100株になります。
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（2）当事業年度末日における当社役員の新株予約権保有状況

区 分 発 行 回 次 新 株 予 約 権 の 数 目的となる株式の
種 類 及 び 数 保 有 者 数

執行役 第5回新株予約権 710個 普通株式
71,000株 1名

執行役 第6回新株予約権 464個 普通株式
46,400株 2名

取締役
及び執行役 第11回新株予約権 905個 普通株式

90,500株 2名

取締役 第12回新株予約権 515個 普通株式
51,500株 1名

取締役 第13回新株予約権 1,850個 普通株式
185,000株 1名

取締役 第14回新株予約権 412個 普通株式
41,200株 1名

取締役 第15回新株予約権 5個 普通株式
500株 1名

取締役 第16回新株予約権 515個 普通株式
51,500株 1名

　

（注）１．上記区分につき、取締役は全員執行役を兼任しております。
２．社外取締役が保有する新株予約権はありません。
３．第9回並びに第10回新株予約権につきましては、役員の保有はありません。

　
（3）当事業年度中に交付した新株予約権等の状況

当事業年度中に交付した新株予約権はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）当事業年度末日における取締役及び執行役

　

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取 締 役
代表執行役 髙 宮 勉

会 長
C E O
指 名 委 員

取 締 役
代表執行役 廣 田 浩 治

社 長
C O O
報 酬 委 員

TN TAICANG CO., LTD. 董事長
TN ASIA PTE. LTD. Director
TN GEORGIA, INC. Director
TN TENNESSEE, LLC. Vice President and Secretary
TN EUROPE, B.V. Director
TN ITALY, S.P.A. Director

取 締 役
執 行 役 小原シェキール

副 社 長
C F O
IR ・ IS/IT 担 当

TN TAICANG CO., LTD. 監事
TN ASIA PTE. LTD. Director
TN GEORGIA, INC. Corporate Auditor
TN ITALY, S.P.A. Director

取 締 役 河 野 研 監 査 委 員 長
河野公認会計士事務所 所長
㈱河野会計事務所 代表取締役
㈱オートウェーブ 取締役

取 締 役 淡 輪 敬 三 指 名 委 員 長
報 酬 委 員

インヴァスト証券㈱ 取締役
㈱ZMP 監査役
㈱リブセンス 取締役
ココン㈱ 取締役

取 締 役 山 本 昇 報 酬 委 員 長
監 査 委 員

XIBキャピタルパートナーズ㈱ 代表パートナーCEO
工機ホールディングス㈱ 取締役
ルネサスエレクトロニクス㈱ 監査役

取 締 役 橋 口 純 一 指 名 委 員
監 査 委 員 第一精工㈱ 取締役

執 行 役 ジェフ・マンザゴル
副 社 長
管掌：米州・欧州リージョン、ローラー事業
兼米州リージョン・プレジデント

TN GEORGIA, INC. Director
TN TENNESSEE, LLC. President
TN ITALY, S.P.A. Director/Managing Director (CEO)

専務執行役 郷 坪 智 史 管掌：日本・中国・アジア
リージョン、リニア・ブロア事業

TN TAICANG CO., LTD. 董事
TN GEORGIA, INC. Director
TN ITALY, S.P.A. Director

執 行 役 マイク・ハンド 営 業 担 当

執 行 役 フランコ・デュット コンプライアンス、HR/Sustainability
(Environment, Health & Safety)担当 TN ITALY, S.P.A. Representative/Global HR Manager
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地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

執 行 役 コジモ・コラサンティ 生 産 部 門 担 当

執 行 役 酒 井 秀 行 ISC(Integration & Synergy Committee)担当

執 行 役 茅 原 和 朗 技術・知財・設備計画担当

執 行 役 張 立 中国リージョン・プレジデント TN TAICANG CO., LTD. 副董事長

執 行 役 吉 田 保 夫 アジアリージョン・プレジデント TN ASIA PTE. LTD. Director

執 行 役 エヴリース・ファロー 欧州リージョン・プレジデント

執 行 役 ロブ・ハインリッヒ ローラー事業・プレジデント TN EUROPE, B.V. Director

執 行 役 トレバー・リンチ 米州・ローラー事業コントローラー TN TENNESSEE, LLC. Vice President

執 行 役 相 見 聡 購 買 担 当

執 行 役 向 秀 和 日本リージョン・プレジデント

執 行 役 館 尚 嗣 経営企画・事業戦略担当
　

（注）１．上記担当及び重要な兼職の状況は、当事業年度末日時点の状況であります。
２．取締役河野研氏、淡輪敬三氏、山本昇氏並びに橋口純一氏は、社外取締役であります。
３．当社は、取締役河野研氏、淡輪敬三氏、山本昇氏並びに橋口純一氏を、㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。

４．監査委員長河野研氏は、公認会計士及び税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．当社は、監査委員会の職務を補助する常勤・専任の監査委員会補助人を置き、主要会議への参加や重要書類等の閲覧等を通
じて情報把握を行うとともに、監査委員会による執行役面談への参画や内部監査部門との連携を通じ、監査委員会監査の実
効性を確保していることから、常勤の監査委員を置いておりません。
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（2）当事業年度中の取締役及び執行役の異動
① 就任
2019年３月22日開催の第13期定時株主総会において、新たに橋口純一氏が取締役に
選任され、就任いたしました。
2019年３月22日開催の第13期定時株主総会終結後最初に招集された取締役会におい
て、新たにコジモ・コラサンティ氏並びに館尚嗣氏が執行役に選任され、就任いたしまし
た。

　
② 退任
2019年３月22日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって、取締役石井英夫氏は、
任期満了により退任いたしました。
2019年３月22日開催の第13期定時株主総会終結後最初に招集された取締役会終結の
時をもって、執行役ドゥリュ・ヒューイ氏は、任期満了により退任いたしました。
2019年12月31日をもって、執行役ジェフ・マンザゴル氏並びにトレバー・リンチ氏
は、退任いたしました。
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③ 当事業年度中の取締役及び執行役の地位・担当等の異動
　

氏 名 新 旧 異動年月日

髙 宮 勉

取締役
代表執行役
会長
CEO
指名委員

取締役
代表執行役
CEO
指名委員
報酬委員

2019年３月22日

廣 田 浩 治

取締役
代表執行役
社長
COO
報酬委員

取締役
代表執行役
副社長
管理部門及び生産部門統括

2019年３月22日

淡 輪 敬 三
取締役
指名委員長
報酬委員

取締役
指名委員長
報酬委員長
監査委員

2019年３月22日

山 本 昇
取締役
報酬委員長
監査委員

取締役
報酬委員
監査委員

2019年３月22日

ジェフ・マンザゴル
執行役
副社長
管掌：米州・欧州リージョン、ローラー事業
兼米州リージョン・プレジデント

執行役
副社長
管掌：米州・欧州リージョン、ローラー事業、営業

2019年３月22日

フランコ・デュット
執行役
コンプライアンス、HR/Sustainability
(Environment, Health & Safety)担当

執行役
HR及びEHS
（Environment Health & Safety)担当

2019年３月22日
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④当事業年度末日後の取締役及び執行役の地位・担当等の異動
氏 名 新 旧 異動年月日

廣 田 浩 治

取締役
代表執行役
社長
CEO
報酬委員

取締役
代表執行役
社長
COO
報酬委員

2020年１月１日

髙 宮 勉 取締役
指名委員

取締役
代表執行役
会長
CEO
指名委員

2020年１月１日

郷 坪 智 史

代表執行役
COO
業務執行全般兼管掌（日本・
中国・アジアリージョン、
リニア・ブロア事業）兼
グローバルセラミックビジネス担当

専務執行役
管掌：日本・中国・アジア
リージョン、リニア・ブロア事業

2020年１月１日

エヴリース・ファロー
専務執行役
管掌：米州・欧州リージョン、
ローラー事業

執行役
欧州リージョン・プレジデント 2020年１月１日

フランコ・デュット
常務執行役
管掌：コンプライアンス、
HR & Sustainability

執行役
コンプライアンス、HR/Sustainability
(Environment, Health & Safety)担当

2020年１月１日

酒 井 秀 行 執行役
アジアリージョン・プレジデント

執行役
ISC(Integration & Synergy Committee)担当 2020年１月１日

吉 田 保 夫 執行役
欧州リージョン・プレジデント

執行役
アジアリージョン・プレジデント 2020年１月１日

岸 本 孝 弘 執行役
リニア&ブロア事業・プレジデント

理事
リニア&ブロア事業・プレジデント 2020年１月１日
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（3）取締役及び執行役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 報酬等の額 摘 要

取 締 役 5名 23百万円 （うち社外取締役
　 ５名 23百万円）執 行 役 11名 322百万円

合 計 16名 345百万円
　

（注）１．上記報酬等の額には、使用人兼務執行役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役と執行役を兼務する者の支給人員の数及び報酬等の額は、執行役の欄に記載しております。
３．上記報酬等の額には、ストック・オプションとして付与いたしました新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額
（執行役３名 ０百万円）を含んでおります。

４．上記報酬等の額の他、海外子会社へ常勤している執行役に対する子会社からの報酬として計508百万円を支払って
おります。

５．上記報酬等の額には、役員報酬BIP信託分に係る当事業年度中の費用計上額70百万円を含んでおります。

（4）取締役及び執行役の報酬等の決定に関する方針
取締役及び執行役の報酬等については、報酬委員会により決定しております。
取締役及び執行役の報酬額は、公正かつ中立的な立場からの決定となるよう、個人別の
役割及び職務執行状況を勘案し、適正に決定しております。
具体的な方法は、ベース報酬（役職・職責・役割に応じた固定報酬）、業績連動型金銭
報酬（売上・フリーキャッシュフロー・EBITDAを基準に、事業計画における経営目標の
達成状況等を総合的に加味した上で、個人の貢献度合に応じて決定）及び業績連動型株式
報酬（中期経営計画における売上・EBITDA等の目標達成度に応じて決定）で構成され、
その支給水準は、経済情勢、当社を取り巻く環境、当社の業績及び各人の職務内容を勘案
し、相当と思われる額を決定することとしております。
なお、執行役を兼務しない取締役につきましては、ベース報酬のみであり、業績連動型
金銭報酬及び業績連動型株式報酬を設定しておりません。

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



21

（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
区 分 氏 名 兼職先及び内容 兼職先との関係

社外取締役 河 野 研

河野公認会計士事務所 所長 特別の関係はありません。

㈱河野会計事務所 代表取締役 特別の関係はありません。

㈱オートウェーブ 取締役 特別の関係はありません。

社外取締役 淡 輪 敬 三

インヴァスト証券㈱ 取締役 特別の関係はありません。

㈱ZMP 監査役 特別の関係はありません。

㈱リブセンス 取締役 特別の関係はありません。

ココン㈱ 取締役 特別の関係はありません。

社外取締役 山 本 昇

XIBキャピタルパートナーズ㈱
代表パートナーCEO 特別の関係はありません。

工機ホールディングス㈱ 取締役 特別の関係はありません。

ルネサスエレクトロニクス㈱ 監査役 特別の関係はありません。

社外取締役 橋 口 純 一 第一精工㈱ 取締役 特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 河 野 研
当事業年度に開催の取締役会18回と監査委員会14回の全てに出席しており
ます。公認会計士・税理士並びに他社の社外取締役としての知識と見識か
ら、公正かつ客観的な視野から経営に対する監督・助言を行っております。

社外取締役 淡 輪 敬 三

当事業年度に開催の取締役会18回と、監査委員在任中に開催の監査委員会
4回の全てに出席しております。他社の経営者並びに社外役員としての豊富
な経験と幅広い見識を活かし、経営全般の視点から高度かつ広範な監督・
助言を行っております。

社外取締役 山 本 昇

当事業年度に開催の取締役会18回と監査委員会14回の全てに出席しており
ます。グローバル企業における高度かつ多彩な経験・専門知識並びに視野
を有し、多岐にわたるビジネスに参画された経験を活かし、多角的な見地
に基づき適切な経営の監督を行っております。

社外取締役 橋 口 純 一

社外取締役就任後に開催された取締役会13回と監査委員会10回の全てに出
席しております。グローバルレベルの製造業における経営経験と幅広い見
識を活かし、経営全般、とりわけものづくり及びグローバルソーシングの
視点から、当社に対して公正かつ客観的な経営の監督・助言を行っており
ます。

　

③ 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役全員と同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度
額は、法令に定める最低責任限度額としております。

④ 社外役員が当社の子会社から当該事業年度の役員として受けた報酬等の額
　

　 該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額
　

支 払 額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 71百万円

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 79百万円
　

（注）１．当社監査委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画
の内容、職務遂行状況、 報酬見積りの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第
1項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分
しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社の重要な子会社のうち、在外連結子会社は有限責任 あずさ監査法人以外の監査を受けております。
　
（3）非監査業務の内容

当社は同監査法人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以外の非監査業務であるグル
ープ会計方針書文書化支援業務等に関して委託を行い、その対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等監査委員会が必要と判断した場合に
は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている解任事由に該当すると認めら
れる場合には、監査委員会は会計監査人を解任し、解任後最初に招集される株主総会におい
て、解任の旨及びその理由を報告いたします。
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６．内部統制システム構築の基本方針及び運用状況の概要
６－１．内部統制システム構築の基本方針の概要
当社は、内部統制システム構築の基本方針を取締役会決議で定めており、その概要は次のと
おりであります。
　
（1）監査委員会の職務の執行のために必要な事項
１）監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査委員会の職務を補助すべき常勤・専任の監査委員会補助人を置く。

２）監査委員会補助人の執行役からの独立性及び監査委員会からの指示の実効性確保に関す
る事項
①監査委員会補助人は、監査委員会の指示の下、執行役から独立して業務を行う。
②監査委員会補助人の任命、異動は、代表執行役CEOが監査委員会の同意を得て行う。
③監査委員会補助人の人事評価等は、代表執行役CEOが監査委員会の同意を得て行う。

３）執行役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人が監査委員会に報告をするための
体制
①監査委員は、監査委員会が必要と判断した会議等に出席し、執行役及び使用人並びに
子会社の取締役等及び使用人が担当する業務執行状況の報告を受け又は報告を求め
る。
②執行役及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人は、当社及び子会社に著しい損
害を及ぼす事実又は法令若しくは定款に違反する行為（含それらのおそれのある行
為）等については、直ちに監査委員会に報告する。この報告を理由として不利益な取
り扱いを行わない。

４）その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査委員会は、各部門に対し、監査に必要な情報提供等、監査の協力を求めることが
できる。
②監査委員は、会計監査人及び内部監査室と連携し、会計監査及び業務監査等の説明を
受けるとともに、意見交換を行う。
③監査委員の職務の執行に関する予算及び費用の支払い等は、適切に取り扱う。
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（2）執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社及び
子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する事項
１）執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
社内文書、稟議書、重要な会議録及び資料は、法令及び社則に基づき適切に保存及び管
理しており、監査委員はいつでも閲覧できる。
２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
事業活動に内在する個々のリスクの分析や評価は、各地域のリージョンプレジデント及
び製造、品質、販売、購買、技術、財務、人事のグローバル機能担当者が実施する。重大
なリスクが識別された場合は、RMC（Risk Management Committee）が招集され、
各地域及びグローバル機能が実施したリスク分析・評価の結果を検証し、その結果を業務
執行機関である MC（Management Committee）へ報告する。MC は当該リスクへの
対応を協議・決定するとともに、重大な損失の発生が予測される場合、速やかに取締役会
へ報告を行い、対応措置を講じる。
３）執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、その業務執行の決定権限を、適切でないと判断する事項を除き、法令の
範囲内で最大限執行役に委任する。
②取締役会は、各執行役の職務分掌及び相互の関係を定め、責任の明確化を図る。
③執行役は、組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程に基づき、各部門の責任と権限
を明確にし、業務が適正に遂行される体制を整備する。

４）執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①企業行動憲章、倫理規範及びコンプライアンスに関する規程を制定し、執行役・使用
人への周知徹底を図る。
②RMC（Risk Management Committee）を設置し、法令違反を含む事業に内在す
るリスクを幅広く分析・評価するプロセスを確立する。
③内部通報規程を制定し、社外ホットライン及び社内相談窓口を設置し、運用面での実
効性の確保を図る。
④代表執行役CEO直轄の内部監査室を設置し、内部監査規程に従って監査を実施する。
定期的な内部監査を実施し、内部監査報告書及び同結果通知書を発行し、当該内部監
査の結果を速やかに関係者にて共有し、結果のフォローを行う体制とする。
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５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社グループ共通の企業行動憲章、倫理規範及びコンプライアンスに関する規程を持
ち、周知徹底を図る。
②当社グループのリスク管理及びその効率性の確保のため、定期的に内部監査を行い改
善指導を行う。
③監査委員会及び内部監査室は、定期監査等を実施し、当社グループ各社の業務遂行の
適法性、妥当性等を検証する。

（3）反社会的勢力を排除するための体制
当社は、「反社会的勢力への対応に係る基本方針」において反社会的勢力とは一切の関係
を遮断し、不当要求は断固として排除するための体制を整備する。

６－２．内部統制システムの運用状況の概要
社外取締役３名からなる監査委員会及び各種社内機関とが補完し合いながら、多面的な運
用を行っております。

（1）監査委員会 毎月開催
（2）MC（Management Committee） 毎月開催
（3）RMC（Risk Management Committee） 必要に応じ開催
（4）内部監査室による代表執行役CEO他主要執行役への報告 原則として毎月開催
（5）コンプライアンス社内研修 年２回開催

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書（2019年12月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

営業債権及びその他の債権

た な 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 資 産 及 び の れ ん

そ の 他 の 投 資

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産

55,536

16,946

12,972

24,576

1,042

79,620

32,896

45,944

292

377

111

負 債
流 動 負 債 16,595
営業債務及びその他の債務 4,544
借 入 金 5,715
未 払 法 人 所 得 税 等 2,483
そ の 他 の 流 動 負 債 3,853
非 流 動 負 債 72,683
借 入 金 62,995
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,855
繰 延 税 金 負 債 2,674
そ の 他 の 非 流 動 負 債 4,159

負 債 合 計 89,278
資 本
親会社の所有者に帰属する持分 45,846
資 本 金 16,831
資 本 剰 余 金 11,100
自 己 株 式 △1,439
その他の資本の構成要素 △6,665
利 益 剰 余 金 26,019
非 支 配 持 分 32
資 本 合 計 45,878

資 産 合 計 135,156 負 債 及 び 資 本 合 計 135,156
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連 結 包 括 利 益 計 算 書 (20192019
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

　

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 収 益 64,563
売 上 原 価 51,690
売 上 総 利 益 12,873
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,611
そ の 他 の 収 益 3,030
そ の 他 の 費 用 106
営 業 利 益 8,186
金 融 収 益 47
金 融 費 用 1,019
税 引 前 当 期 利 益 7,214
法 人 所 得 税 費 用 2,318
当 期 利 益 4,896

当 期 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 4,891
非 支 配 持 分 5
当 期 利 益 4,896
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（単位：百万円）
科 目 金 額

そ の 他 の 包 括 利 益
純 損 益 に 振 り 替 え ら れ な い 項 目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 △16
確 定 給 付 制 度 の 再 測 定 △126
純損益に振り替えられない項目の合計 △142
純損益に振り替えられる可能性のある項目
在 外 営 業 活 動 体 の 為 替 換 算 差 額 △1,492
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ・ ヘ ッ ジ 180
ヘ ッ ジ コ ス ト 77
純損益に振り替えられる可能性のある項目の合計 △1,235
税 引 後 そ の 他 の 包 括 利 益 △1,377
当 期 包 括 利 益 3,519

当 期 包 括 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 3,514
非 支 配 持 分 5
当 期 包 括 利 益 3,519
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連 結 持 分 変 動 計 算 書 (20192019
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

　

（単位：百万円）
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資本剰余金 自己株式

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

新株予約権
その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
金融資産

確定給付制度
の再測定

在外営業活動
体の為替換算
差額

2019年１月１日 残高 16,621 10,823 △1,439 0 85 － △4,414
当 期 利 益 － － － － － － －
そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － △16 △126 △1,492
当 期 包 括 利 益 － － － － △16 △126 △1,492
株 式 の 発 行 210 208 － △0 － － －
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － △0 － － － －
株 式 報 酬 取 引 － 69 － 0 － － －
利 益 剰 余 金 へ 振 替 － － － － － 126 －
所有者との取引額等合計 210 277 △0 △0 － 126 －
2019年12月31日 残高 16,831 11,100 △1,439 0 69 － △5,906

　（単位：百万円）
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素
利益剰余金 合 計キャッシュ・

フロー・ヘッジ
ヘッジコスト 合 計

2019年１月１日 残高 △1,259 174 △5,414 24,462 45,053 27 45,080
当 期 利 益 － － － 4,891 4,891 5 4,896
そ の 他 の 包 括 利 益 180 77 △1,377 － △1,377 0 △1,377
当 期 包 括 利 益 180 77 △1,377 4,891 3,514 5 3,519
株 式 の 発 行 － － △0 － 418 － 418
剰 余 金 の 配 当 － － － △3,208 △3,208 － △3,208
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0 － △0
株 式 報 酬 取 引 － － 0 － 69 － 69
利 益 剰 余 金 へ 振 替 － － 126 △126 － － －
所有者との取引額等合計 － － 126 △3,334 △2,721 － △2,721
2019年12月31日 残高 △1,079 251 △6,665 26,019 45,846 32 45,878
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連結注記表
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１ 連結計算書類の作成基準

当社グループ（当社及び当社の子会社）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定に基づ
き国際会計基準に基づいて作成しております。
なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して
おります。

２ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 23社
主要な連結子会社の名称
TN TAICANG CO., LTD.（中国）
TN ASIA PTE. LTD.（シンガポール）
TN GEORGIA, INC.（アメリカ）
TN TENNESSEE, LLC.（アメリカ）
TN EUROPE, B.V.（オランダ）
TN ITALY, S.P.A.（イタリア）

　

３ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社数 ―社
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。

　

４ 連結子会社の事業年度等に関する事項
全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

５ 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 金融商品
（ⅰ）分類
当社グループは、デリバティブ以外の金融資産を、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益
を通じて公正価値で測定する金融資産、又は純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類してお
ります。

償却原価で測定する金融資産
金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で測定する金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに
基づいて保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロー
が所定の日に生じる。

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

32

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
(a) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
金融資産は、以下の要件を満たす場合にその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融
資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルに基づい
て保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ
ーが所定の日に生じる。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
償却原価で測定する金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示するという取
消不能な選択をした資本性金融資産については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融
資産に分類しております。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融
資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。ただし、純損益を通じて公
正価値で測定しない金融資産に対し、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定すること
により、会計上のミスマッチを除去又は大幅に低減する場合には、当初認識時に、純損益を通じて公正
価値で測定する金融資産として指定する取消不能な選択をする場合があります。

（ⅱ）当初認識及び測定
当社グループは、営業債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の
すべての金融資産は、当社グループが当該金融資産の契約当事者となった取引日に当初認識しておりま
す。すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される場合を除き、公正
価値に取引コストを加算した金額で当初測定しております。ただし、重大な金融要素を含まない営業債
権は取引価格を基礎として当初測定しております。

（ⅲ）事後測定
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

償却原価で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しております。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
(a) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産に係る公正価値の変動額は、減損利
得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識の中止が行われるまで、その他の包括利
益として認識しております。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、過去に認識したその他の包
括利益は純損益に振り替えております。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に係る公正価値の変動額は、その他
の包括利益として認識しております。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、又は公正価値が著
しく下落した場合、過去に認識したその他の包括利益は利益剰余金に直接振り替えております。な
お、当該金融資産からの配当金については純損益として認識しております。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、当初認識後は公正価値で測定し、その変動
額は純損益として認識しております。

（ⅳ）認識の中止
金融資産は、キャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅したか、譲渡されたか、又は実質的に
所有に伴うすべてのリスクと経済価値が移転した場合に認識を中止しております。また当社グループで
は、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想をしていない場合には、金融資産の総額
での帳簿価額を直接減額しております。

（ⅴ）減損
当社グループは償却原価で測定する金融資産に係る予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しており
ます。

　信用リスクの著しい増大の判定
当社グループは、期末日ごとに、金融資産の債務不履行発生のリスクを期末日現在と当初認識日現
在で比較し、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかどうかを評価してお
ります。
なお、当社グループは、信用リスクが著しく増加しているかどうかを当初認識以降の債務不履行の
発生リスクの変化に基づいて判断しており、債務不履行の発生リスクに変化があるかどうかを評価す
るにあたっては、主に期日経過の情報を考慮し、以下も考慮しております。
・金融資産の外部信用格付の著しい変化
・内部信用格付の格下げ
・借手の経営成績の悪化

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

34

　予想信用損失アプローチ
予想信用損失は、契約に基づいて当社グループが受け取るべき契約上のキャッシュ・フローと、当
社グループが受け取ると見込んでいるキャッシュ・フローとの差額の現在価値であります。金融資産
に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を
全期間の予想信用損失に等しい金額で測定し、著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損
失に等しい金額で測定しております。
なお、上記にかかわらず、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、貸倒引当金を全期
間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。

② 有形固定資産
有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しておりま
す。
有形固定資産の処分損益は、純損益で認識しております。

③ のれん
子会社の取得により生じたのれんは、取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。

④ 投資不動産
投資不動産は、賃貸収益又は資本増価、若しくはその両方を目的として保有する不動産でありま
す。
投資不動産の測定においては、有形固定資産に準じて原価モデルを採用し、取得原価から減価償却
累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

⑤ たな卸資産
たな卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか小さい額で測定しております。たな卸
資産の取得原価は主に総平均法又は個別法に基づいて算定しており、たな卸資産の取得にかかる費
用、製造費及び加工費、並びにそのたな卸資産を現在の場所及び状態とするまでに要したその他の費
用が含まれております。製造たな卸資産及び仕掛品については、通常操業度に基づく製造間接費の適
切な配賦額を含めております。
正味実現可能価額は、通常の営業過程における予想販売価額から完成までに要する見積原価及び見
積販売時費用を控除した額であります。
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⑥ 非金融資産の減損
当社グループは非金融資産（投資不動産、たな卸資産及び繰延税金資産を除く）の帳簿価額を報告
日ごとに見直し、減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、その資産の
回収可能価額を見積っております。のれんは、年次で減損テストを行っております。
減損テストにおいて、資産は、継続的な使用により他の資産又は資金生成単位のキャッシュ・イ
ン・フローから概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資産グループに集約してお
ります。企業結合から生じたのれんは、結合のシナジーが得られると期待される資金生成単位又は資
金生成単位グループに配分しております。
資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却コスト控除後の公正価値のうちいずれか
大きい方の金額としております。使用価値は、貨幣の時間的価値及びその資産又は資金生成単位に固
有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いた、見積将来キャッシュ・フロー
に基づいております。
資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合、減損損失を認識しております。
減損損失は純損益として認識します。認識した減損損失は、まずその資金生成単位に配分されたの
れんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に
減額します。
のれんに関連する減損損失は戻し入れません。その他の資産については、減損損失は、減損損失を
認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を超えない
金額を上限として戻し入れます。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（使用権資産を除く）

減価償却費は、見積残存価額を差し引いた有形固定資産の取得原価を、見積耐用年数にわたり定額
法を用いて減額するように計算し、通常、純損益で認識しております。
主要な有形固定資産の見積耐用年数は、以下のとおりであります。
・ 建物及び構築物 ３-59 年
・ 機械装置及び運搬具 ２-25 年
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎報告日に見直しを行い、必要に応じて改定しておりま
す。

② 無形資産（使用権資産を除く）
償却費は、見積残存価額を差し引いた無形資産の取得原価を、見積耐用年数にわたり定額法を用い
て減額するように計算し、通常、純損益で認識しております。のれんは償却しておりません。
主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
・ 顧客関連資産 10-20 年
・ ソフトウェア ５ 年
償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎報告日に見直しを行い、必要に応じて改定しております。

③ 使用権資産
使用権資産は、リース期間終了までに原資産の所有権が借手に移転する、又は、購入オプションの
行使が合理的に確実な場合には、原資産の耐用年数にわたり減価償却を行い、それ以外の場合には、
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リース期間にわたり規則的に減価償却を行っております。

（3）重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果から生じた法的又は推定的債務で、当該債務を決済するために経済的便益
が流出する可能性が高く、当該債務について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。

（4）従業員給付
① 退職後給付
確定拠出制度
確定拠出制度の拠出債務は、関連するサービスを提供した時点で、費用として認識しております。
拠出額の前払いは、拠出額が返還されるか又は将来の支払額が減少する範囲で資産として認識してお
ります。
確定給付制度
確定給付制度に関連する当社グループの純債務は、制度ごとに従業員が過年度及び当連結会計年度
において獲得した将来給付額を見積り、その金額を現在価値に割り引き、制度資産の公正価値を差し
引くことによって算定しております。確定給付制度債務は、予測単位積増方式を用いて毎年算定して
おります。計算の結果、当社グループに潜在的な資産が生じる場合、制度からの将来の現金の返還又
は制度への将来掛金の減額の形で享受可能な経済的便益の現在価値を限度として資産を認識しており
ます。経済的便益の現在価値の算定に際しては、該当する最低積立要件を考慮しております。
数理計算上の差異、制度資産に係る収益（利息を除く）及び資産上限額の影響（該当ある場合は、
利息を除く）から構成される確定給付負債の純額の再測定は、即時にその他の包括利益に計上してお
り、直ちに利益剰余金に振り替えております。当社グループは、連結会計年度の確定給付負債（資
産）の純額に係る利息費用（収益）の純額を、連結会計年度の期首に確定給付制度債務の測定に用い
られた割引率を期首の確定給付負債（資産）の純額に乗じて算定しております。期首の確定給付負債
（資産）の純額には、拠出及び給付支払による当期の確定給付負債（資産）の純額の全ての変動を考
慮しております。利息費用の純額及び確定給付制度に関連するその他の費用は、純損益で認識してお
ります。
制度の給付が変更された場合、又は制度が縮小された場合、給付の変更のうち過去の勤務に関連す
る部分又は縮小に係る利得又は損失は即時に純損益に認識しております。当社グループは、確定給付
制度の清算の発生時に、清算に係る利得又は損失を認識しております。

② 短期従業員給付
短期従業員給付は、関連するサービスが提供された時点で費用として計上しております。賞与につ
いては当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき現在の法的及び推
定的債務を負っており、かつその金額を信頼性をもって見積ることができる場合、支払われると見積
られる額を負債として認識しております。
　

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
① 外貨建取引

外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似するレートでグループ企業の各機能通貨
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に換算しております。
外貨建貨幣性資産・負債は、報告日の為替レートで機能通貨に再換算しております。外貨建の公正
価値で測定する非貨幣性資産・負債は、その公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に再換
算しております。為替換算差額は通常、純損益で認識しております。外貨建の取得原価に基づいて測
定している非貨幣性項目は、再換算しておりません。
ただし、以下の項目の換算により発生する為替換算差額は、その他の包括利益で認識しておりま
す。
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
・ヘッジが有効な範囲内における、適格キャッシュ・フロー・ヘッジ

② 在外営業活動体
在外営業活動体の資産・負債は、取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含め、報告日の
為替レートで円に換算しております。在外営業活動体の収益及び費用は、取引日の為替レート又はそ
れに近似するレートで円に換算しております。
当該換算により生じる換算差額はその他の包括利益で認識し、為替換算差額を非支配持分に配分し
ている部分を除き、在外営業活動体の為替換算差額に累積しております。
在外営業活動体の一部又は全てを処分し、支配、重要な影響力又は共通支配を喪失する場合には、
この在外営業活動体に関連する在外営業活動体の為替換算差額の累積金額を、処分に係る利得又は損
失の一部として純損益に組み替えます。当社グループが、子会社の持分を部分的に処分するが、支配
は保持する場合、累積金額の一部は適宜非支配持分に再配分します。在外営業活動体から受領する、
又は在外営業活動体に対して支払う貨幣性項目の決済が、予測可能な将来において計画されておら
ず、起こる可能性が低い場合には、この貨幣性項目から発生する為替換算差損益は、在外営業活動体
に対する純投資の一部を構成します。従って、それらの為替換算差損益はその他の包括利益に認識
し、在外営業活動体の為替換算差額に累積されております。

　
（6）重要なヘッジ会計の方法
① デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、為替リスクや金利リスクをヘッジするために、通貨及び金利スワップ等のデリバ
ティブを利用しております。当該デリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初測定し、
その後も公正価値で事後測定しております。
デリバティブの公正価値の変動額は、純損益として認識しております。ただし、キャッシュ・フロ
ー・ヘッジの有効部分はその他の包括利益として認識しております。

(ⅰ) ヘッジ会計の適格要件
当社グループは、ヘッジ関係がヘッジ会計の適格要件を満たすかどうかを評価するために、取引開
始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象との関係、並びに種々のヘッジ取引の実施についてのリスク管理目
的及び戦略について文書化しております。また、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の
公正価値、又はキャッシュ・フローの変動を相殺するに際し、ヘッジ有効性の要求をすべて満たして
いるかどうかについても、ヘッジ開始時及び継続的に評価し文書化しております。なお、ヘッジ有効
性の継続的な評価は、各期末日又はヘッジ有効性の要求に影響を与える状況の重大な変化があった時
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のいずれか早い方において行っております。

(ⅱ) 適格なヘッジ関係の会計処理
ヘッジ会計の適格要件を満たすヘッジ関係については、以下のように会計処理しております。

キャッシュ・フロー・ヘッジ
ヘッジ手段に係る公正価値の変動額のうち、ヘッジ有効部分であるキャッシュ・フロー・ヘッジ剰
余金はその他の包括利益として認識し、ヘッジ有効部分以外は純損益として認識しております。
ヘッジされた予定取引がその後に非金融資産若しくは非金融負債の認識を生じる場合、又は、非金
融資産若しくは非金融負債に係るヘッジされた予定取引が公正価値ヘッジが適用される確定約定とな
った場合、キャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金を直接、当該資産又は負債の当初原価又はその他の帳
簿価額に振り替えております。
上記以外のキャッシュ・フロー・ヘッジに係るキャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金は、ヘッジされ
た予想将来キャッシュ・フローが純損益に影響を与えるのと同じ期間に、純損益に振り替えておりま
す。
ただし、当該金額が損失であり、当該損失の全部又は一部が将来の期間において回収されないと予
想する場合には、回収が見込まれない金額を、直ちに純損益に振り替えております。
ヘッジ会計の適格要件が満たされなくなり、ヘッジ会計が中止される場合、キャッシュ・フロー・
ヘッジ剰余金は、ヘッジされた将来キャッシュ・フローの発生が依然見込まれる場合には、当該キャ
ッシュ・フローが発生するまでキャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金に残し、ヘッジされた将来キャッ
シュ・フローの発生がもはや見込まれない場合には、純損益に直ちに振り替えております。

（7）顧客との契約から生じる収益
IFRS第15号に従い、IFRS第9号に基づく利息・配当収益やIFRS第16号に基づくリース収入を除き、以
下の5ステップアプローチに基づき収益を認識しております。
ステップ1：顧客との契約を識別する
ステップ2：契約における履行義務を識別する
ステップ3：取引価格を算定する
ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ5：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
当社グループは、精密ボール、精密ローラー、リテーナー、シートメタル部品、ボールねじ、送風機等
の製造販売を行っており、このような製品販売については、原則として製品の引渡時点において顧客が当
該製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、原則として当該製品の
引渡時点で収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、
値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しております。
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（8）リース
（借手側）
契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、契約の実質に基づ
き、特定された資産の使用権の支配が移転しているか否かによりリースとして識別するかの判断がなさ
れます。
リース負債は、リース開始日における未払いのリース料総額をリースの計算利子率で割り引いた現在
価値で測定しており、計算利子率を容易に算定できない場合には借手の追加借入利子率で割り引いた現
在価値で測定しております。使用権資産は、リース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料
等を調整し、リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた額で当初の測定を行って
おります。
使用権資産は、リース期間終了までに原資産の所有権が借手に移転する、又は、購入オプションの行
使が合理的に確実な場合には、原資産の耐用年数にわたり減価償却を行い、それ以外の場合には、リー
ス期間にわたり規則的に減価償却を行っております。リース料は、リース負債残高に対して一定の利子
率となるように、金融費用とリース負債残高の返済部分に配分しております。
また、リース対象資産の使用権を取得した日をリース開始日としており、リース期間はリース開始日
から起算し、借手の解約不能期間に契約の延長オプションを行使する（又は、契約の解約オプションを
行使しない）ことが合理的に確実であると見積られる期間及びフリーレント期間を加えた期間として見
積っております。

なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及び
リース負債を認識せず、リース料総額をリース期間にわたり定額法又は他の規則的な基礎のいずれかに
より費用として認識しております。

（貸手側）
当社グループは、原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するものではないリ
ースをオペレーティング・リースに分類しております。オペレーティング・リース取引では、対象の原
資産を連結財政状態計算書に計上し、リース料をリース期間にわたって定額法により収益として認識し
ております。

（9）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

② 記載金額の表示
記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
当社グループは、当連結会計年度より以下の基準を適用しております。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース リース取引に関連する会計処理の改訂

IFRS第16号「リース」
当社グループは当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」を適用しております。
IFRS第16号の適用にあたっては、修正遡及アプローチを用いており、適用開始の累積的影響を適用開始
日（2019年1月1日）に認識しております。
従前、当社グループは所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転するかどうかの評価に基づ
き、借手のリースをオペレーティング・リースとファイナンス・リースに分類しておりました。IFRS第16
号では、借手は単一の会計モデルにより、原則としてすべてのリースについて、原資産を使用する権利を
表象する使用権資産とリース料を支払う義務を表象するリース負債を認識することになります。ただし、
短期のリースや少額資産のリースについては認識に係る免除規定があります。貸手の会計処理は、従前の
基準書からほぼ変更されておりません。

（1）当社グループが借手のリース
当社グループは、過去にIAS第17号のもとでオペレーティング・リースに分類していたリースに関し
て新たに使用権資産及びリース負債を認識しております。また、新たに認識した使用権資産の減価償却
費とリース負債に係る利息費用が認識されることになるため、これらのリースに関係する費用の性質が
変わります。なお、適用開始日時点において、リース取引であるか否かの判定について従前の判定方法
を引き継ぐ実務上の便法、及び、IFRS第16号C10項(a)～(e)の実務上の便法を採用しております。
適用開始日時点及び当連結会計年度末における連結財政状態計算書に対する影響は、以下のとおりで
す。なお、リース負債は、連結財政状態計算書上、その他の流動負債又はその他の非流動負債に計上さ
れております。
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（単位：百万円）
適用開始日

（2019年1月1日）
当連結会計年度

（2019年12月31日）

建物及び構築物（有形固定資産） 679 649

機械装置及び運搬具（有形固定資産） 97 60

土地（有形固定資産） 59 83

その他（有形固定資産） 96 124

リース負債 929 918

また、当連結会計年度の連結包括利益計算書において、営業利益が15百万円増加し、税引前当期利益
が7百万円減少しております。

過去にIAS第17号のもとでファイナンス・リースに分類していたリースに関して、重要な影響は生じ
ておりません。

(2) 当社グループが貸手のリース
当社グループは賃貸収益を得ることを目的とした賃貸土地を所有しておりました。当該投資不動産は
オペレーティング・リースに分類されておりますが、当該取引について重要な影響は生じておりませ
ん。
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（追加情報）
株式報酬
当社グループは、中期経営計画の着実な遂行及び推進を図るため、役員に対する業績連動型株式報酬とし
て、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託を導入しております（以下、「役員報酬BIP信託」）。役員報
酬BIP信託とは、役位や中期経営計画等の目標達成度に応じて、当社株式を役員に交付（一定の場合には、
信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭を給付）する制度です。受領したサービスの対価は、付与
日における当社株式の公正価値で測定しており、付与日から権利確定期間にわたり費用として認識し、同額
を資本の増加として認識しております。

（連結財政状態計算書に関する注記）
１ 資産から直接控除した貸倒引当金
　 営業債権及びその他の債権 103百万円
　
２ 有形固定資産の減価償却累計額 38,163百万円

（連結持分変動計算書に関する注記）
１ 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 40,653,500株 409,500株 －株 41,063,000株
（注）普通株式の発行済株式総数の増加409,500株は、ストック・オプションの行使による増加であります。

２ 当連結会計年度における自己株式の種類及び総数
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式 733,610株 58株 －株 733,668株
（注）当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式162,500株が

含まれております。
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３ 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額(円） 基準日 効力発生日

2019年３月22日
定時株主総会（注） 普通株式 1,603 40.00 2018年12月31日 2019年３月25日
2019年８月８日
臨時取締役会（注） 普通株式 1,617 40.00 2019年６月30日 2019年９月２日
（注）配当の総額には、役員報酬BIP信託の保有する当社株式に対する配当金６百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2020年3月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案す
る予定であります。
① 配当金の総額 1,660百万円
② １株当たり配当額 41.00円
③ 基準日 2019年12月31日
④ 効力発生日 2020年3月25日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
　

４ 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　 普通株式 1,015,600株
　

（金融商品に関する注記）
１ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、金融商品から生じる以下のリスクに晒されております。当該リスクを回避又は低減す
るため、リスク管理を行っております。デリバティブはリスクを回避するために利用しており、投機的な
取引は行わない方針であります。
・信用リスク（①参照）
・流動性リスク（②参照）
・市場リスク（③参照）
① 信用リスク
信用リスクとは、顧客又は金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことができなかった場合に当
社グループが負う財務上の損失リスクであり、主に当社グループの顧客に対する債権から生じておりま
す。
金融資産の帳簿価額は信用リスクの最大エクスポージャーを表しております。

② 流動性リスク
流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債
務を履行する際に、困難に直面するリスクのことであります。当社グループは、流動性の管理に関し
て、許容できない損失を発生させたり、当社グループの評判にダメージを及ぼし得るリスクを負ったり
することなく、通常時においても逼迫した状況下においても、満期時に債務を履行するために、十分な
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流動性があることを可能な限り確実にするようなアプローチを採用しております。
③ 市場リスク
市場リスクとは、外国為替レート、利子率、及び株価等の市場価格の変動に関するリスクであり、当
社グループの収益又はその保有する金融商品の価値に影響を及ぼすものであります。市場リスク管理の
目的は、リターンを最大限にすると同時に、市場リスク・エクスポージャーを許容範囲のパラメーター
内で管理しコントロールすることであります。

　
２ 金融商品の公正価値等に関する事項

2019年12月31日（当期の連結決算日）における連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれらの差
額については次のとおりです。

（単位：百万円）
帳簿価額（＊） 公正価値（＊） 差額

（１）現金及び現金同等物 16,946 16,946 －
（２）営業債権及びその他の債権 12,972 12,972 －
（３）その他の投資
　 その他の包括利益を通じて
　 公正価値で測定する金融資産 292 292 －

（４）デリバティブ金融負債
　 その他の非流動負債

ヘッジに使用される
通貨及び金利スワップ (1,859) (1,859) －

（５）営業債務及びその他の債務 (4,544) (4,544) －
（６）借入金
　 （１年内返済予定含む） (68,710) (69,387) (677)
（７）リース負債 (1,163) (1,128) 35

　

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注）金融商品の公正価値の算定方法

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権
満期までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額であります。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
市場性のある金融商品については、市場価格を用いて公正価値を見積っております。市場価格が存在しない場合には、類似上

場会社比較法により公正価値を見積っております。
デリバティブ金融負債
デリバティブ金融負債については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき見積っております。
営業債務及びその他の債務
満期までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額であります。
借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
リース負債
リース料の合計額を支払いまでの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方式によっております。
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（投資不動産に関する注記）
当社グループは、当連結会計年度において、兵庫県尼崎市の投資不動産を売却しております。なお、当該
投資不動産の売却に伴い、投資不動産売却益2,839百万円を連結包括利益計算書のその他の収益に計上して
おります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり親会社所有者帰属持分 1,136円81銭
基本的１株当たり当期利益 121円74銭
希薄化後１株当たり当期利益 119円79銭
（注）１株当たり情報の算定において、役員報酬BIP信託の保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期末株式

数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

（重要な後発事象）
自己株式の取得
当社は、2020年2月10日の開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由
　株主還元及び資本効率の向上と経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の遂行のため

(2) 自己株式取得に係る事項の内容
　① 取得対象株式の種類： 当社普通株式
　② 取得し得る株式の総数： 300,000株（上限）
　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.7％）
　③ 株式の取得価額の総額： 5億円（上限）
　④ 取得期間： 2020年2月13日から2020年12月31日まで

(3) 取得方法
　市場買付け：信託方式による市場買付け
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貸借対照表（2019年12月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 18,392 流 動 負 債 9,905
現 金 及 び 預 金 8,251 買 掛 金 713
受 取 手 形 402 短 期 借 入 金 5,714
電 子 記 録 債 権 648 未 払 金 521
売 掛 金 2,572 未 払 費 用 391
商 品 及 び 製 品 3,102 未 払 法 人 税 等 2,209
仕 掛 品 2,216 賞 与 引 当 金 154
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 917 リ ー ス 債 務 5
短 期 貸 付 金 14 そ の 他 195
そ の 他 267 固 定 負 債 66,963
固 定 資 産 91,663 長 期 借 入 金 62,994
有 形 固 定 資 産 5,056 退 職 給 付 引 当 金 1,971
建 物 790 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 17
構 築 物 74 株 式 給 付 引 当 金 100
機 械 及 び 装 置 882 リ ー ス 債 務 19
車 両 運 搬 具 10 そ の 他 1,858
工 具、 器 具 及 び 備 品 101 負 債 合 計 76,869
土 地 3,021 （純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
　繰 越 利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

新 株 予 約 権

33,939
16,830
11,016
10,102
914
7,530
7,530
7,530

△1,438
△752
75

△827
0

建 設 仮 勘 定 175
無 形 固 定 資 産 11,517
の れ ん 11,436
そ の 他 80
投資その他の資産 75,089
投 資 有 価 証 券 264
関 係 会 社 株 式 72,657
長 期 貸 付 金 1,762
繰 延 税 金 資 産 377
そ の 他 28

純 資 産 合 計 33,186
資 産 合 計 110,055 負 債 純 資 産 合 計 110,055
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損益計算書 (20192019
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

　

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 17,133
売 上 原 価 13,081
売 上 総 利 益 4,051
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,816
営 業 利 益 235
営 業 外 収 益
受 取 利 息 17
受 取 配 当 金 3,031
そ の 他 の 収 益 48 3,097
営 業 外 費 用
支 払 利 息 757
支 払 手 数 料 9
為 替 差 損 19
ク レ ー ム 対 応 費 用 40
そ の 他 の 費 用 20 847
経 常 利 益 2,485
特 別 利 益
土 地 売 却 益 2,838 2,838
税 引 前 当 期 純 利 益 5,324
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,450
法 人 税 等 調 整 額 △1,180 1,270
当 期 純 利 益 4,054
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株主資本等変動計算書 (20192019
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本
剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2019年１月１日 残高 16,620 9,892 914 10,806 6,429 6,429
会計方針の変更による累積的影響額 － － － － 266 266

会計方針の変更を反映した
2019年１月１日 残高 16,620 9,892 914 10,806 6,696 6,696

事 業 年度中の変動額
株 式 の 発 行 210 210 － 210 － －
剰 余 金 の 配 当 － － － － △3,220 △3,220
当 期 純 利 益 － － － － 4,054 4,054
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） － － － － － －

事業年度中の変動額合計 210 210 － 210 833 833
2019年12月31日 残高 16,830 10,102 914 11,016 7,530 7,530

（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計
2019年１月１日 残高 △1,438 32,418 93 △1,084 △991 0 31,427
会計方針の変更による累積的影響額 － 266 － － － － 266

会計方針の変更を反映した
2019年１月１日 残高 △1,438 32,685 93 △1,084 △991 0 31,694

事 業 年 度 中 の 変 動 額
株 式 の 発 行 － 420 － － － △0 420
剰 余 金 の 配 当 － △3,220 － － － － △3,220
当 期 純 利 益 － 4,054 － － － － 4,054
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 － － － － △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） － － △17 256 238 0 238

事業年度中の変動額合計 △0 1,253 △17 256 238 △0 1,492
2019年12月31日 残高 △1,438 33,939 75 △827 △752 0 33,186
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個別注記表
　
（重要な会計方針）
１ 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産

商品及び製品、仕掛品… 総平均法による原価法（プレシジョン・コンポーネントビジネス）
個別法による原価法（リニアビジネス）

原材料及び貯蔵品……… 総平均法による原価法
　

いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。
　
２ デリバティブ取引により生ずる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法
時価法

　
３ 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
なお、のれんは発生日以後20年間で均等償却しております。また、ソフトウェア
（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
４ 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を
計上しております。
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退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。数理計算
上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理す
ることとしております。

役員退職慰労引当金 将来、支出が見込まれる役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づいて算定
される期末要支給額を引当計上しております。
なお、2015年１月26日に役員退職慰労金制度を廃止したことに伴い、制度廃止ま
での在任期間に対応する相当額を計上しております。

株 式 給 付 引 当 金 株式交付規程に基づく執行役への当社株式の給付等に備えるため、当事業年度末に
おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　
５ ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ
　 為替予約取引・通貨スワップ
ヘッジ対象 借入金の利息
　 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別
契約ごとに行っております。
また、外貨建取引について将来の為替リスクを回避するため、当社の内規であります「為替・金利変
動リスク管理規程」に基づき為替予約取引及び通貨スワップ取引を行う方針であります。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより有効性を評価しております。

６ 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異に係る未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。

７ 消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　
８ その他計算書類作成のための重要な事項

記載金額は、百万円未満を切り捨てにより表示しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」の適用
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日）を当
事業年度から適用し、子会社株式等に係る将来加算一時差異の取り扱いを見直しております。
当該会計方針の変更は遡及適用され、これによる累積的影響額は当事業年度の期首の純資産に反映され
ております。
この結果、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高が266百万円増加しております。

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しております。

（追加情報）
業績連動型株式報酬制度
当社は、2018年12月31日に終了する事業年度より執行役に信託を通じて自社の株式を交付する業績連
動型株式報酬制度（以下、「役員報酬BIP信託」という。）を導入しております。

（1）取引の概要
「連結注記表（追加情報）株式報酬」に記載しております。

（2）信託に残存する自社の株式
役員報酬BIP信託の会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す
る実務上の取扱い」（実務対応方針第30号 平成27年３月26日）に準じて、信託に残存する当社株式
を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株式としております。
当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において467百万円、162,500株であります。
また、役員報酬BIP信託が保有する自己株式に係る配当金は、2019年３月22日開催の株主総会決議
に基づく６百万円、及び2019年８月８日開催の取締役会決議に基づく６百万円であります。
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（貸借対照表関係）
１ 関係会社に対する短期金銭債権 455百万円
　 関係会社に対する短期金銭債務 114百万円
　 関係会社に対する長期金銭債権 1,761百万円
　 （区分掲記したものを除く）
　
２ 有形固定資産の減価償却累計額 24,513百万円
　
３ のれんは旧㈱ツバキ・ナカシマとの合併時に受け入れたものです。

（損益計算書関係）
１ 関係会社との取引高
売上高 911百万円
営業費用 4,228百万円
営業取引以外の取引 3,049百万円

２ 賃貸土地の売却に伴い、土地売却益2,838百万円を特別利益に計上しております。

（株主資本等変動計算書関係）
　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末

　普通株式 733,610株 58株 －株 733,668株
（注）当事業年度期首及び当事業年度期末の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式162,500株が
　 含まれております。

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



53

（税効果会計関係）
１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
たな卸資産 77百万円
役員退職慰労引当金 5百万円
退職給付引当金 601百万円
賞与引当金 47百万円
未払費用 7百万円
未払事業税 126百万円
土地 130百万円
繰延ヘッジ損益 363百万円
その他 18百万円
繰延税金資産小計 1,378百万円
評価性引当額 △141百万円
繰延税金資産合計 1,236百万円

繰延税金負債
土地及び建物 △739百万円
圧縮記帳積立金 △87百万円
投資有価証券 △32百万円
繰延税金負債合計 △858百万円
繰延税金負債の純額 377百万円
　
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と
なった主要な項目別内訳

（％）
法定実効税率 29.9
（調整）
受取配当金益金不算入 △16.3
のれん償却額 8.9
その他 1.4
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.9
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（関連当事者との取引関係）
１ 子会社等

種類 会社等
の名称 住所 資本金又は

出資金 事業の内容 議決権等の所有
（被所有）割合

子会社 椿鋼球㈱

奈良県
葛城市 80百万円 精密ボール製造 直接100％

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

商品の購入
債務被保証
役員の兼任

仕入 3,637 買掛金 105
債務被保証
（注） 13,630 ― ―

種類 会社等
の名称 住所 資本金又は

出資金 事業の内容 議決権等の所有
（被所有）割合

子会社 椿興産㈱

奈良県
葛城市 20百万円 保険代理業務 直接100％

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

債務被保証
役員の兼任

債務被保証
（注） 13,630 ― ―

種類 会社等
の名称 住所 資本金又は

出資金 事業の内容 議決権等の所有
（被所有）割合

子会社 TN ASIA
PTE. LTD.

シンガポール 32,930千SGD 投資業務 直接100％
関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

債務被保証
役員の兼任

債務被保証
（注） 3,000 ― ―
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種類 会社等
の名称 住所 資本金又は

出資金 事業の内容 議決権等の所有
（被所有）割合

子会社
TN
AMERICAS
HOLDINGS,
INC.

米国
デラウェア州 1,654USD 投資業務 直接100％

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

資金の貸付
役員の兼任

― ― 長期貸付金 1,500
貸付利息 11 未収収益 25

　

（注）当社は銀行借入に対して子会社の椿鋼球㈱、椿興産㈱及びTN ASIA PTE. LTD.より債務の連帯保証を受けております。
　 なお、保証料の支払いは行っておりません。

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）取引金額等については、市場価格を勘案し、交渉の上決定しております。
（2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

２ 役員又は主要株主等

種類 会社の名称
又は氏名

議決権等の所有
(被所有割合)

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

役員 酒井 秀行
(被所有)
直接
0.03％

当社執行役
ストック・
オプション
の行使
（注）

11 ― ―

役員 茅原 和朗
(被所有)
直接
0.03％

当社執行役
ストック・
オプション
の行使
（注）

11 ― ―

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
2011年６月29日開催の定時株主総会及び2011年６月29日開催の取締役会の決議に基づき付与されたストック・オプションの、
当事業年度における権利行使を記載しております。
なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた
金額を記載しております。

（１株当たり情報関係）
１株当たり純資産額 808円19銭
１株当たり当期純利益金額 100円91銭
（注）１株当たりの情報の算定において、役員報酬BIP信託の保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期末株

式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。
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（後発事象に関する注記）
１ 国内子会社との業務委託契約及び預託品取引契約締結

当社は、プレシジョン・コンポーネントビジネスの一部製品に関する事業責任の明確化と経営の効率化
を目的として、国内子会社である椿鋼球株式会社と2020年１月１日付で業務委託契約及び預託品取引契
約を締結しました。
当契約締結以前は、椿鋼球株式会社が製造し当社に納品された製品の在庫責任は当社が負い、当社の責
任で顧客への販売を行っていたため、当社は売上高と売上原価を総額で計上しておりましたが、当契約の
締結により、2020年１月以降に椿鋼球株式会社が生産した製品の在庫責任は椿鋼球株式会社が負い、当
社は営業活動及びその付帯業務を受託するという位置付けになることから、当社は売上高と売上原価を純
額で計上することとなります。
これに伴い、2020年12月31日に終了する事業年度より、当社の売上高及び売上原価が減少する見込み
です。

２ 自己株式の取得
当社は、2020年２月10日の開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて
適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

（1）自己株式の取得を行う理由
株主還元及び資本効率の向上と経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の遂行のため

（2）自己株式取得に係る事項の内容
① 取得対象株式の種類： 当社普通株式
② 取得し得る株式の総数： 300,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.7％）
③ 株式の取得価額の総額： ５億円（上限）
④ 取得期間： 2020年２月13日から2020年12月31日まで

（3）取得方法
市場買付け：信託方式による市場買付け
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年2月14日

　株式会社ツバキ・ナカシマ
　 取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 辻 井 健 太 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 池 亮 介 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ツバキ・ナカシマの2019年１月１日から
2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結包括利益計算書、
連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、連結計算書類を指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成することを認め
ている会社計算規則第120条第１項後段の規定により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略して作成された上記の連結計算書類が、株式会社ツバキ・ナカシマ及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年2月14日

　株式会社ツバキ・ナカシマ
　 取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 辻 井 健 太 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 池 亮 介 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ツバキ・ナカシマの2019年１月１日か
ら2019年12月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査委員会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査委員会は、2019年1月1日から2019年12月31日までの第14期事業年度における取締役及び執行
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容
監査委員会は、会社法第416条第1項第1号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明する
とともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議
に出席し、取締役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、子会社の取締役、執行役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（会社計算規則第
120条第1項後段の規定により、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成された連結財政
状態計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２． 監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３） 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年2月20日

株式会社ツバキ・ナカシマ 監査委員会

監査委員 河野 研 ㊞

監査委員 山本 昇 ㊞

監査委員 橋口 純一 ㊞

（注） 監査委員河野研、山本昇及び橋口純一は、会社法第2条第15号及び第400条第3項に規定する社外取締役であります。
　

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益配分と継続的な企業発展を経営の最重要課題と認識してお
り、株主還元、適切なレバレッジ、成長資金の確保の最適なバランスを念頭に、株主総還元を判
断していく考えであります。このような基本方針に基づき、当期実績の傾向及び今後の事業環境
を考慮し、2019年12月期の年間配当金は81円（うち中間配当40円）とし、以下のとおり期末
配当をさせていただきたいと存じます。
　
（1）期末配当に関する事項

① 配当財産の種類
金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき41円 総額1,660,165,112円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2020年３月25日
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第２号議案 取締役７名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役７名全員が任期満了となりますので、取締役７名の選任をお
願いするものであります。
なお、当議案の内容は2020年２月10日開催の指名委員会で決定されたものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号 ひろ た こう じ

１ 廣 田 浩 治 ■生年月日
1951年10月27日生

■所有する当社の株式の数
5,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1976年４月 日産自動車㈱ 入社
1996年７月 欧州日産自動車会社 ゼネラルマネージャー
2003年４月 橋本フォーミング工業㈱（現：㈱ファルテック） 理事
2008年５月 ナイルス㈱（現：㈱ヴァレオジャパン） 常務執行役員
2014年11月 当社 常務執行役CAO
2016年６月 TSUBAKI NAKASHIMA GLOBAL PTE. LTD.（現：TN ASIA PTE. LTD.） Director
2017年８月 TN TENNESSEE, LLC. Vice President and Secretary

NN International B.V.（現：TN EUROPE, B.V.） Director
2017年９月 NN Europe S.p.A.（現：TN ITALY, S.P.A.） Director
2018年３月 当社 取締役兼代表執行役副社長 TN GEORGIA, INC. Director
2018年４月 TN TAICANG CO., LTD. 董事長
2019年３月 当社 取締役兼代表執行役社長COO
2020年１月 当社 取締役兼代表執行役社長CEO
現在に至る
（重要な兼職の状況）
TN TAICANG CO., LTD. 董事長 ／ TN ASIA PTE. LTD. Director ／
TN GEORGIA, INC. Director ／ TN TENNESSEE, LLC. Vice President and Secretary ／
TN EUROPE, B.V. Director ／ TN ITALY, S.P.A. Director

取締役候補者とした理由
グローバル経営に関する豊富な経験、知見並びに判断力を有しており、代表執行役社長兼最高経営責任者とし
て、当社グループのさらなる利益ある成長を実現するため、引き続き取締役として選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番号 ごう つぼ とも ふみ

２ 郷 坪 智 史 新任 ■生年月日
1954年４月26日生

■所有する当社の株式の数
　 ０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1980年４月 日産自動車㈱ 入社
2001年１月 コナミ㈱（現：コナミホールディングス㈱） 入社
2006年８月 ㈱テンアートニ（現：サイオステクノロジー㈱） 取締役常務執行役員
2008年９月 サイオステクノロジー㈱ 取締役専務執行役員
2013年４月 日本電産テクノモータ㈱ 代表取締役社長
2016年２月 日本電産㈱ 執行役員
2016年10月 当社 執行役
2017年１月 HOOVER PRECISION PRODUCTS, INC.（現：TN GEORGIA, INC.） Director

Tsubaki-Hoover (Taicang) Co., Ltd.（現：TN TAICANG CO., LTD.） 董事
2017年９月 NN Europe S.p.A.（現：TN ITALY, S.P.A.） Director
2018年３月 当社 専務執行役
2020年１月 当社 代表執行役COO
現在に至る
（重要な兼職の状況）
TN TAICANG CO., LTD. 董事 ／
TN GEORGIA, INC. Director ／ TN ITALY, S.P.A. Director

取締役候補者とした理由
グローバルレベルの製造業及びIT産業他における豊富な経験と高い知見を有しております。2016年10月入
社以降、NN社PBC事業部門の買収及び日本・中国・アジア・リニア送風機事業の統括として実績を重ね、そ
の経験・知見・実績を活かしてさらなる利益ある成長の実現に寄与する人財であると判断したことから、新た
に取締役として選任をお願いするものであります。

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 64ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

64

候補者
番号 お はら しぇきーる

３ 小 原 シェキール ■生年月日
1958年７月１日生

■所有する当社の株式の数
17,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年４月 フェデラルエクスプレス

ノースパシフィック・リージョナル・ファイナンスディレクター
1999年５月 アボット（日本） CFO
2004年１月 ホスピラ アジアパシフィック・VP/CEO
2008年３月 アボット（シンガポール）

リージョナル・CFO/ビジネスストラテジー・ディレクター
2014年６月 当社入社
2014年10月 当社 専務執行役CFO

Tsubaki-Hoover (Taicang) Co., Ltd.（現：TN TAICANG CO., LTD.） 監事
HOOVER PRECISION PRODUCTS, INC.（現：TN GEORGIA, INC.） Corporate Auditor

2015年３月 当社 取締役兼専務執行役CFO
2016年６月 TSUBAKI NAKASHIMA GLOBAL PTE. LTD.（現：TN ASIA PTE. LTD.） Director
2017年９月 NN Europe S.p.A.（現：TN ITALY, S.P.A.） Director
2018年３月 当社 取締役兼執行役副社長CFO
現在に至る
（重要な兼職の状況）
TN TAICANG CO., LTD. 監事 ／ TN ASIA PTE. LTD. Director ／
TN GEORGIA, INC. Corporate Auditor ／ TN ITALY, S.P.A. Director

取締役候補者とした理由
グローバル企業での財務・経営戦略他の高度な知見並びに経験・実績を有しており、NN社PBC事業部門の
買収及び経営戦略上の貢献は大なるものがあります。今後もその経験と知見を活かして当社のさらなる利益あ
る成長を実現するため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

2020年02月14日 16時16分 $FOLDER; 65ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



65

候補者
番号 こう の けん 社外取締役候補者

４ 河 野 研 ■生年月日
1971年10月９日生

■所有する当社の株式の数
　 ０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996年10月 公認会計士二次試験合格
1998年９月 朝日監査法人（現：有限責任 あずさ監査法人）入所
2002年８月 武田薬品工業㈱ 入社
2004年７月 東京北斗監査法人（現：仰星監査法人） 入所
2006年12月 河野公認会計士事務所開業 所長
2012年６月 当社 取締役
2013年11月 ㈱河野会計事務所設立 代表取締役
2019年６月 ㈱オートウェーブ 取締役
2019年９月 ㈱ATOUN 監査役
現在に至る
（重要な兼職の状況）
河野公認会計士事務所 所長 ／
㈱河野会計事務所 代表取締役 ／ ㈱オートウェーブ 取締役

社外取締役候補者とした理由
公認会計士・税理士並びに他社の社外取締役としての知識と見識から、取締役会及び監査委員会において公正
かつ客観的な視野から経営に対する監督・助言を行っており、引き続き社外取締役として選任をお願いするもの
であります。
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候補者
番号 たん なわ けい ぞう 社外取締役候補者

５ 淡 輪 敬 三 ■生年月日
1952年９月19日生

■所有する当社の株式の数
　 ０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1978年４月 日本鋼管㈱（現：JFEスチール㈱） 入社
1987年７月 マッキンゼーアンドカンパニー東京オフィス 入社
1993年７月 同社 パートナー
1997年７月 ワトソンワイアット㈱（現：ウイリス・タワーズワトソン） 代表取締役社長
2007年２月 ㈱キトー 取締役
2007年６月 インヴァスト証券㈱ 監査役
2010年６月 タワーズワトソン㈱（現：ウイリス・タワーズワトソン） 代表取締役社長

曙ブレーキ工業㈱ 監査役
2013年７月 タワーズワトソン㈱（現：ウイリス・タワーズワトソン） 取締役会長
2014年３月 ㈱ZMP 監査役
2014年７月 タワーズワトソン㈱（現：ウイリス・タワーズワトソン） シニアアドバイザー
2014年９月 公益財団法人世界自然保護基金ジャパン 代表理事副会長
2015年６月 インヴァスト証券㈱ 取締役
2016年２月 ㈱ビービット 顧問
2016年３月 当社 取締役
2016年５月 iYell㈱ 最高顧問
2017年３月 ㈱リブセンス 取締役
2019年１月 ココン㈱ 取締役
現在に至る
（重要な兼職の状況）
インヴァスト証券㈱ 取締役 ／ ㈱ZMP 監査役 ／
㈱リブセンス 取締役 ／ ココン㈱ 取締役

社外取締役候補者とした理由
他社の経営者並びに社外役員としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、取締役会、指名・報酬及び監査の各
委員会において、経営全般の視点から高度かつ広範な監督・助言を行っております。当社企業価値向上への引き
続きの貢献が期待できると判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番号 やま もと のぼる 社外取締役候補者

６ 山 本 昇 ■生年月日
1962年11月21日生

■所有する当社の株式の数
　 ０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年４月 マツダ㈱ 入社
1989年５月 大和証券㈱ 入社
2002年２月 PWC FAS マネージング・ディレクター
2003年４月 ㈱ラザードフレール マネージング・ディレクター
2006年10月 日興シティグループ証券㈱（現：シティグループ証券㈱） マネージング・ディレクター
2011年10月 BNP Paribas 共同投資銀行本部長
2016年６月 日立工機㈱（現：工機ホールディングス㈱） 取締役
2016年９月 XIBキャピタルパートナーズ㈱ 代表パートナーCEO
2018年３月 当社 取締役

ルネサスエレクトロニクス㈱ 監査役
現在に至る
（重要な兼職の状況）
XIBキャピタルパートナーズ㈱ 代表パートナーCEO ／
工機ホールディングス㈱ 取締役 ／ ルネサスエレクトロニクス㈱ 監査役

社外取締役候補者とした理由
グローバル企業における高度かつ多彩な経験・専門知識並びに視野を有し、多岐にわたるビジネスに参画され
た経験を活かし、取締役会及び監査・報酬委員会の議論・審議での幅広い視野・知見に基づく貢献を行っており
ます。多角的な見地に基づき適切な経営の監督を行っていただけると判断し、引き続き社外取締役として選任を
お願いするものであります。
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候補者
番号 はし ぐち じゅん いち 社外取締役候補者

７ 橋 口 純 一 ■生年月日
1947年9月9日生

■所有する当社の株式の数
　1,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1970年４月 日産自動車㈱ 入社
2004年５月 ㈱キリウ 執行役員営業部長
2006年６月 同社 常務執行役員営業部長兼購買部長
2009年６月 同社 代表取締役社長
2014年６月 同社 代表取締役会長
2016年３月 第一精工㈱ 取締役
2019年３月 当社 取締役
現在に至る
（重要な兼職の状況）
第一精工㈱ 取締役

社外取締役候補者とした理由
グローバルレベルの製造業における経営経験と幅広い見識を活かし、取締役会及び指名・監査委員会の議論・
審議を経営全般、とりわけものづくり及びグローバルソーシングの視点から、当社に対して公正かつ客観的な経
営の監督・助言を行っていただけると判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　
　
　

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．河野研氏、淡輪敬三氏、山本昇氏並びに橋口純一氏は、㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ており、諸氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。

３．河野研氏、淡輪敬三氏、山本昇氏並びに橋口純一氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって河野研氏は７年９ヶ月、淡輪敬三氏は４年、山本昇氏は２年、橋口純一氏は１年となります。

４．当社は社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、定款において、社外取締役との間で損害賠償責任を限定する契
約を締結できる旨を定めております。これにより、河野研氏、淡輪敬三氏、山本昇氏並びに橋口純一氏は、当社との間で責
任限定契約を締結しており、諸氏の選任が承認された場合、上記責任限定契約を継続する予定であります。ただし、当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額といたします。

５．各候補者の所有する当社の株式の数は、2019年12月31日現在のものであります。
　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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長堀通り
新橋交差点

ホテル日航大阪

新
大
阪
方
面

難
波
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OPA

大丸
南北改札

南南
改札

心
斎
橋
駅

8

心斎橋駅
ホテル日航大阪
連絡地下道

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

開催場所 ホテル日航大阪
５階 鶴
大阪市中央区西心斎橋一丁目３番３号

※開催場所が前回と異なっておりますので、ご来場の際はお間違いのないようご注意ください。

交通のご案内 地下鉄御堂筋線・長堀鶴見緑地線「心斎橋駅」（８号出口）直結
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